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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第63期

第３四半期連結
累計期間

第63期
第３四半期連結
会計期間

第62期

会計期間

自  平成21年
    １月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成20年
    １月１日
至  平成20年
    12月31日

売上高 (千円) 7,724,7452,287,08614,820,424

経常利益又は経常損失(△) (千円) △ 173,411△ 57,7581,255,551

当期純利益又は四半期純損失(△) (千円) △ 123,084△ 48,033 579,409

純資産額 (千円) － 8,219,4978,581,590

総資産額 (千円) － 17,659,75319,938,516

１株当たり純資産額 (円) － 319.52 333.57

１株当たり当期純利益又は四半期純損失(△) (円) △ 4.78 △ 1.87 22.52

潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益 (円) － － －

自己資本比率 (％) － 46.5 43.0

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 977,165 － 1,145,654

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) 104,784 － △ 1,605,963

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △ 339,952 － 668,102

現金及び現金同等物の四半期末(期末)残高 (千円) － 2,636,1891,895,916

従業員数 (名) － 782 777

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第62期は潜在株式が存在しないため、第63期第

３四半期連結累計期間及び第63期第３四半期連結会計期間は１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 782

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 478

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績は、次のとおりであります。
　

事業部門の名称 金額(千円)

計測機器 2,242,131

(注) １  金額は標準販売価格によっております。
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績は、次のとおりであります。
　

事業部門の名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

計測機器 2,483,9352,664,700

コンサルティング 376,102 823,775

保守・修理 198,054 7,809

合計 3,058,0913,496,284

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績は、次のとおりであります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

計測機器 1,889,754

コンサルティング 197,262

保守・修理 200,071

合計 2,287,086

(注) １  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は、当該割合が100分の10未満のため記載を省略して

おります。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度

の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、昨年９月の世界的な金融危機を契機とした景気の後退の影響

を受けて生産と輸出が急速に落ち込む中、企業収益、雇用情勢等の一部に景気の底打ち感が見られるものの、依然とし

て予断を許さない状態が続いております。

計測機器業界におきましても、世界的な景気後退の影響を受け、自動車、電気機器、一般機械、鉄鋼等関連分野を中心

に、一部需要回復の兆しが見られるものの、設備投資の凍結・縮小等が続き、市場の本格的な回復の兆しが見えない厳

しい状況が続いております。

このような事業環境の中、当第３四半期連結会計期間は、第２次中期経営計画「ＫＩＣ６０」の３年目として、営業

・生産・開発革新活動について、「全社最適化」の観点から事業構造の変革の「スピードアップ」を加速し、グロー

バルな競争優位の確立に向けて取り組みましたが、景気後退の影響は大きく、当第３四半期連結会計期間の受注高は

3,058百万円、売上高は2,287百万円となりました。

収益につきましては、人件費、経費等の固定費の削減に取り組んだものの、売上高の急減と、それに伴う原価率の上昇

により、当第３四半期連結会計期間の営業損失は41百万円、経常損失は57百万円となり、48百万円の四半期純損失とな

りました。

　

 事業部門別の状況は、次のとおりであります。

 ①計測機器部門

計測機器部門につきましては、センサ、測定器の汎用品が民間設備投資の凍結・抑制により需要が低迷し、また、特注

品・システム品につきましても、ダムの提体観測装置の更新などが増加したものの自動車分野の需要が減少したこと

により計測機器部門全体の売上高は1,889百万円となりました。

 ②コンサルティング部門

コンサルティング部門につきましては、ダムの提体観測に関連するコンサルティング業務が堅調に推移し、売上高は

197百万円となりました。

 ③保守・修理部門

保守・修理部門につきましては、修理関連およびダム・発電所関連設備の保守・点検業務が堅調に推移し、売上高は

200百万円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

（資産の部）

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、17,659百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,278百万円の

減少となりました。

  流動資産につきましては、10,689百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,793百万円の減少となりました。その主

な要因は、受取手形及び売掛金2,092百万円の減少であります。

  固定資産につきましては、6,970百万円となり、前連結会計年度末に比べ485百万円の減少となりました。その主な要

因は、保証金91百万円および繰延税金資産88百万円の減少であります。

（負債の部）

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、9,440百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,916百万円の減

少となりました。

  流動負債につきましては、3,865百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,571百万円の減少となりました。その主な

要因は、支払手形及び買掛金639百万円、本社新社屋の建設資金に係る支払手形414百万円の減少であります。

  固定負債につきましては、5,574百万円となり、前連結会計年度末に比べ345百万円の減少となりました。その主な要

因は、退職給付引当金584百万円の減少であります。
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（純資産の部）

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は8,219百万円となり、前連結会計年度末に比べ362百万円の減

少となりました。その主な要因は、配当及び四半期純損失に伴う利益剰余金328百万円の減少であります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末と比べ79百万円減少し、

2,636百万円となりました。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費137百万円、売上債権の

減少404百万円、賞与引当金の増加169百万円等の資金流入に対し、たな卸資産の増加264百万円、仕入債務の減少

113百万円等の支出がありました。その結果、全体では203百万円の資金流入となりました。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、有形固定資産の取得402百万円等により、全体では403百万

円の資金流出となりました。 

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、本社・工場建替え資金としての長期借入れによる収入400

百万円に対し、短期借入金の純減少額135百万円、社債の一部償還による支出125百万円等がありました。その結果、

全体では124百万円の資金流入となりました。 

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は164百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 99,570,000

計 99,570,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 25,758,80025,758,800
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
1,000株

計 25,758,80025,758,800― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。
　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年７月１日～
平成21年９月30日

－ 25,758,800 － 1,309,440 － 1,344,609

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成21年６月30日)に基づく株主名簿による記載をし

ております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
  (自己保有株式)
 普通株式   33,000

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式
        25,607,000

25,607 ―

単元未満株式          (注)
 普通株式
           118,800

― ―

発行済株式総数 25,758,800― ―

総株主の議決権 ― 25,607 ―

(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式644株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社共和電業

東京都調布市調布ヶ丘
3-5-1

33,000― 33,000 0.13

計 ― 33,000― 33,000 0.13

(注)  第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は34,615株であります。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 318 269 294 303 265 265 290 282 276

最低(円) 247 216 220 253 251 245 253 256 255

(注)最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第３四半期連結

累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項

第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,021,189 3,011,464

受取手形及び売掛金 3,153,316 ※２
 5,246,097

商品及び製品 1,376,143 1,355,549

仕掛品 1,203,506 1,193,773

未成工事支出金 359,913 242,584

原材料及び貯蔵品 1,219,202 1,265,959

その他 361,513 176,137

貸倒引当金 △5,673 △8,915

流動資産合計 10,689,112 12,482,649

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,148,642 3,001,029

その他（純額） 1,521,744 1,887,341

有形固定資産合計 ※１
 4,670,387

※１
 4,888,371

無形固定資産 116,671 103,203

投資その他の資産

その他 2,185,228 2,466,713

貸倒引当金 △1,645 △2,421

投資その他の資産合計 2,183,582 2,464,291

固定資産合計 6,970,640 7,455,866

資産合計 17,659,753 19,938,516

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,044,729 1,683,848

短期借入金 890,000 1,123,279

未払法人税等 29,455 139,161

賞与引当金 278,389 163,475

役員賞与引当金 3,300 27,200

その他 1,619,606 2,300,107

流動負債合計 3,865,481 5,437,071

固定負債

社債 － 125,000

長期借入金 2,787,569 2,602,622

退職給付引当金 2,434,002 3,018,031

役員退職慰労引当金 182,644 174,024

その他 170,558 176

固定負債合計 5,574,774 5,919,854

負債合計 9,440,255 11,356,926
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,309,440 1,309,440

資本剰余金 1,344,609 1,344,609

利益剰余金 5,562,277 5,891,172

自己株式 △10,394 △9,832

株主資本合計 8,205,931 8,535,390

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 13,565 46,200

評価・換算差額等合計 13,565 46,200

純資産合計 8,219,497 8,581,590

負債純資産合計 17,659,753 19,938,516
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 7,724,745

売上原価 5,201,508

売上総利益 2,523,236

販売費及び一般管理費 ※１
 2,669,173

営業損失（△） △145,937

営業外収益

受取利息 4,935

受取配当金 21,343

持分法による投資利益 470

その他 27,898

営業外収益合計 54,647

営業外費用

支払利息 66,891

その他 15,230

営業外費用合計 82,122

経常損失（△） △173,411

特別利益

固定資産売却益 123,110

関係会社清算益 76,196

退職給付制度終了益 42,942

その他 350

特別利益合計 242,599

特別損失

たな卸資産評価損 153,050

その他 18,398

特別損失合計 171,448

税金等調整前四半期純損失（△） △102,260

法人税、住民税及び事業税 61,288

法人税等調整額 △40,464

法人税等合計 20,824

四半期純損失（△） △123,084
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 2,287,086

売上原価 1,474,466

売上総利益 812,620

販売費及び一般管理費 ※１
 853,765

営業損失（△） △41,145

営業外収益

受取利息 1,665

受取配当金 369

助成金収入 7,328

その他 1,978

営業外収益合計 11,341

営業外費用

支払利息 20,970

その他 6,984

営業外費用合計 27,954

経常損失（△） △57,758

特別利益

貸倒引当金戻入額 716

特別利益合計 716

税金等調整前四半期純損失（△） △57,042

法人税、住民税及び事業税 24,673

法人税等調整額 △33,682

法人税等合計 △9,009

四半期純損失（△） △48,033
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △102,260

減価償却費 409,665

持分法による投資損益（△は益） △470

関係会社清算損益（△は益） △76,196

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,017

退職給付引当金の増減額（△は減少） △584,029

賞与引当金の増減額（△は減少） 114,914

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △23,900

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,619

受取利息及び受取配当金 △26,278

支払利息 66,891

売上債権の増減額（△は増加） 2,092,781

たな卸資産の増減額（△は増加） △100,900

仕入債務の増減額（△は減少） △639,119

その他 97,081

小計 1,232,782

利息及び配当金の受取額 26,625

利息の支払額 △56,963

法人税等の支払額 △164,142

その他の支出 △61,136

営業活動によるキャッシュ・フロー 977,165

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 730,548

有形固定資産の取得による支出 △964,820

有形固定資産の売却による収入 170,533

無形固定資産の取得による支出 △35,784

関係会社の整理による収入 103,276

その他 101,031

投資活動によるキャッシュ・フロー 104,784

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △233,279

長期借入れによる収入 400,000

長期借入金の返済による支出 △50,853

社債の償還による支出 △250,000

配当金の支払額 △205,258

その他 △562

財務活動によるキャッシュ・フロー △339,952

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,722

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 740,273

現金及び現金同等物の期首残高 1,895,916

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 2,636,189
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【継続企業の前提に関する注記】

当第３四半期連結会計期間（自平成21年７月１日  至平成21年９月30日）

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自 平成21年１月１日 至 平成21年9月30日)

１ 連結の範囲に関する事項の変更

該当事項はありません。

 

２ 持分法適用の範囲に関する事項の変更

第２四半期連結会計期間より道路計装株式会社は清算結了したため、持分法適用の範囲から除外しており

ます。

 

３ 会計処理基準に関する事項の変更

(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７

月５日 企業会計基準第９号）を適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）に変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業損失、経常損失がそれぞれ21,628千円減少し、税金等

調整前四半期純損失が131,421千円増加しております。

(2)リース取引に関する会計基準の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月

30日改正））が平成20年４月１日以降開始する連結会計年度に係る四半期財務諸表から適用することが

できることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買

取引に係る会計処理になっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自 平成21年１月１日 至 平成21年9月30日)

１ 棚卸資産の評価方法

当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期会計期間末の実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

 

２ 固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

 該当事項はありません。
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【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日)

１ 有形固定資産の耐用年数の変更

  当社及び連結子会社は、法人税法の改正（減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令 

平成20年４月30日 財務省令第32号）を契機として経済的耐用年数の見直しを行い、第１四半期連結会計期間

より、機械装置の耐用年数を変更しております。

  これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失がそれぞれ

24,130千円増加しております。

 

２ 退職給付引当金

  当社の退職給付制度につきましては、適格退職年金制度、退職一時金制度を採用しておりましたが、平成21年

２月１日に適格退職年金制度は確定給付型企業年金制度に移行するとともに、退職一時金制度の一部を終了

し、確定拠出型退職給付制度を採用しております。

  この移行に伴う会計処理については、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指

針第１号）を適用しております。これにより、退職給付制度終了益（特別利益）として42,942千円計上してお

ります。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年12月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額  4,460,360千円※１ 有形固定資産の減価償却累計額  4,108,925千円

※２            ────────

 

 

 

※２ 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をも  

   って決済処理しております。決算期末日は、金 

   融機関の休業日のため期末日満期手形が下記の  

   通り含まれております。

     受取手形          127,353千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日 
  至 平成21年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りであります。

給与手当 842,910千円

賞与引当金繰入額 109,790

役員賞与引当金繰入額 3,300

退職給付費用 70,786

役員退職慰労引当金繰入額 29,812

　 　

　

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日 
  至 平成21年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りであります。

給与手当 275,006千円

賞与引当金繰入額 71,246

役員賞与引当金繰入額 900

退職給付費用 24,064

役員退職慰労引当金繰入額 10,070

　 　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日 
  至 平成21年９月30日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在）

現金及び預金 3,021,189千円

預入期間が３か月を超える定期

預金
△ 385,000

現金及び現金同等物 2,636,189
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び

当第３四半期連結累計期間(自平成21年１月１日  至平成21年９月30日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 25,758,800

　

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 34,615

　

　

３  新株予約権等に関する事項

  該当事項はありません。

　
４  配当に関する事項

  (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月27日
定時株主総会

普通株式 205,810 8 平成20年12月31日 平成21年３月30日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

      該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

   株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(リース取引関係)

当第３四半期連結累計期間（自平成21年１月１日 至平成21年９月30日）

リース取引残高は、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、掲載しておりませ

ん。

　

(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められる

有価証券はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められる

デリバティブ取引はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）

   該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

 当第３四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間(自平成21年

１月１日 至平成21年９月30日)において、当社グループは製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断し

て、同種、同系列である計測にかかわる単一の事業分野での事業活動を行っており、当該事業以外に事業の種類がないた

め該当事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

 当第３四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間(自平成21年

１月１日 至平成21年９月30日)において、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないた

め、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

 当第３四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間(自平成21年

１月１日 至平成21年９月30日)において、海外売上高は連結売上高の10％未満のため記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年12月31日)

　 　

　 319.52円
　

　 　

　 333.57円
　

　

２  １株当たり四半期純損益金額等

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
至 平成21年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額 4.78円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利
益については、１株当たり四半期純損失であ
り、また、潜在株式が存在しないため記載して
おりません。

　

　

(注)  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
至 平成21年９月30日)

四半期純損失(千円) 123,084

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る四半期純損失(千円) 123,084

普通株式の期中平均株式数(千株) 25,725
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第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額 1.87円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純
利益については、１株当たり四半期純損失で
あり、また、潜在株式が存在しないため記載し
ておりません。

　

　

(注)  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

四半期純損失(千円) 48,033

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る四半期純損失(千円) 48,033

普通株式の期中平均株式数(千株) 25,724

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月12日

株式会社共和電業

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    上    林    三 子 雄    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    大    和    哲    夫    印
　

　 　 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社共和電業の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社共和電業及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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